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●学校給食における事故防止 

６ 学校給食における事故防止 

６－１ 事故防止体制の整備と対応 

教育委員会等及び校長等は日ごろから、児童生徒の保健教育、衛生指導の充実や、健康

状態の把握に努めます。また、関係者と連携して、異常発生時の連絡体制や、調査を実施

する危機管理体制を整備するとともに、万一の際にその体制が機能するか確認しておく必

要があります。 

 

（１）児童生徒の日常の保健教育・衛生指導の実施 

ア 児童生徒に対して、感染症や食中毒の予防に関する保健教育を充実するとともに、日

常生活において感染症・食中毒の予防のために必要な生活の実践（用便後や食事前の手

洗いの励行等）が身につくよう十分に指導すること。 

イ 児童生徒には、給食前に流水を使用し、石けん等で十分に手を洗うよう指導すること。 

ウ 給食当番の児童生徒の健康状態には特に注意し、衛生的な服装や配食前・用便後の手

洗いとともに、常に清潔な手指で食器や食品を扱うよう指導すること。 

 

（２）児童生徒の健康状態の把握、患者の早期発見 

ア 児童生徒の欠席状態の動向に注意し、異常の早期発見に努めること。 

イ 健康観察等により異常の発見に努め、疑わしい症状がある場合は、すみやかに医師の

診察を受けさせ、異常があった場合はその指導により必要な措置を講じること。 

ウ 児童生徒には、体調に異常のある場合は、速やかに教職員や保護者に申し出るように

指導し、保護者に対しては、児童生徒が感染症や食中毒にかかったり、その疑いがある

場合は、学校にその旨を連絡するよう周知すること。 

エ 保健福祉事務所等から情報提供を受け、地域内の感染症や食中毒の発生・流行状況に

注意し、早期にその症状等を把握すること。 

 

（３）食品衛生に関する最新情報の収集 

    食中毒防止のためには、原因物質の性質や原因となりやすい食材等を知り、発生事例

から防止策を研究し、確実な対策を講じる必要があります。 

    食中毒事故は年々事例や原因が変化するので、細菌等や防止対策について最新の情報

を収集し、速やかに関係者への周知・徹底を図ります。 
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６－２ 食中毒発生時の対応 

児童生徒に、食中毒や食中毒と疑われる事故が発生した場合は、速やかに学校医や保健

福祉事務所に指示を仰ぎ、保護者との協力のもと、対応に万全を期すことが重要です。 

 また、教育委員会等、保健福祉事務所との連絡責任者、保護者や報道機関対応の責任者

を明らかにしておきます。 

学校及び教育委員会等の対応の要点は次のとおりです。 

 

 

 ◆要点フロー図（詳細はそれぞれの項目を参照） 

食中毒が発生 

学校の対応（P75） 教育委員会等の対応（P78） 

ア 初動対応（関係機関へ連絡） 

  教育委員会、学校医、学校薬剤師、 

保健福祉事務所   

 ※患者の措置と、二次感染の防止はこの時

点から最優先で対応すること 

イ 児童生徒の安全確保 

ウ 校内体制の確立 

エ 保護者への連絡と協力依頼 

オ 保健福祉事務所等の立ち入り 

カ 児童生徒への指導 

 

※学校給食に起因する食中毒だった場合

（P77） 

ア 関係機関へ報告 

衛生担当部局、県教育委員会保健厚

生課、県教育事務所 等 

県教委報告様式 

・学校における感染症・食中毒発生速

報（様式１） 125Ｐ参照 

・患者数・欠席者数及び死亡者数 

（様式１－２）126Ｐ参照 

 

イ 担当者の派遣 

ウ 校長等への指導・助言 

エ 関係機関との連携 

オ 立ち入り検査立ち合い 

カ 再発、二次感染の防止等 

 

 

 

（１）学校の対応 

 ア 初動対応（関係機関への連絡） 

児童生徒、もしくは児童生徒の保護者から食中毒（疑いを含む。）の申し出があった

場合は、ただちに学校医、学校薬剤師、教育委員会等及び保健福祉事務所に電話により

第一報をいれ、患者の措置に万全を期すとともに、二次感染の防止に努めます。 

 

＜ポイント＞ 

〇探知から終焉までの間は、状況を教育委員会等に定期的に報告することになるので、

時系列に沿った経過、対応の記録をとっておく。 

〇食中毒（疑いを含む。）発生の場合は、学校給食に起因するものか否かを問わず必

ず学校医、保健福祉事務所、県教育委員会への報告が必要となるので注意すること。 
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 イ 児童生徒の安全確保 

学校医、保健福祉事務所等と相談し、申し出のあった児童生徒を含め、罹患の疑いの

ある児童生徒に医療機関を受診するよう促すとともに、学校給食の中止、児童生徒の出

席停止、臨時休業、消毒その他の事後措置の計画を立て、これに基づいて拡大防止の措

置を講じます。 

 

＜食中毒発生時の保健福祉事務所に通報する場合の要点＞ 

① 学校名、校長名、連絡者氏名、連絡先 

② 事故発生の日時、施設名及び住所 

③ 患者数、学級別・職員等の発生状況、分かれば他の学校の状況 

④ 主要症状、発症日時 

⑤ 受診した医療機関名、診断医師名、人数、容体（治療内容や入院の有無）、診断

名 

⑥ 患者の共通食（発症前の２週間分の献立内容や行事食等：ＦＡＸ等）、提供食数、

保存食の有無等 

 

 ウ 校内体制の確立 

校長の指導のもとに、養護教諭等が児童生徒の症状の把握に努めるなど、関係職員の

役割を明確にし、あらかじめ整備しておいた体制に基づいて学校内外の取組体制を整備

します。 

＜ポイント＞ 

〇教育委員会等、保健福祉事務所への報告・連絡や、報道機関、保護者からの質問へ

の対応については、校長、教頭等に窓口を一本化することが重要です。 

 

エ 保護者への連絡と協力の依頼 

保護者その他関係者に対し、できるだけ速やかに発生状況等を周知し、健康調査、検

便など各種調査への協力を求めます。その際には、プライバシーなどの人権の侵害が生

じないように個人情報の取扱いに配慮します。 

終焉までの間、食中毒発生状況、食中毒についての正しい知識、児童生徒の健康管理

上の注意事項等を随時保護者に連絡し、協力を求めます。 

 

オ 保健福祉事務所等の立ち入り 

保健福祉事務所等の立ち入り検査がある場合は、担当責任者を決め、聞き取り調査や

検査等に協力します。 

 

カ 児童生徒への指導 

児童生徒に対し、緊急全校集会などで、次のような事項について必要な指導を行いま

す。 

・食中毒の発生状況や食中毒についての正しい知識 

・手洗いの励行など健康管理上の注意事項 

・罹患している児童生徒、その家族に対する差別偏見等による不当な扱いをしない等  
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＜学校給食に起因する食中毒だった場合＞ 

食中毒が学校給食に起因するもの（疑いを含む。）だった場合、校長はただちにその

旨を保健福祉事務所、教育委員会等、県教育委員会に報告するとともに、共同調理場長、

栄養教諭等に一報をいれます。 

 

   児童生徒が喫食する前に判明した場合は、ただちに配食を停止する。 

共同調理場の場合は、最優先で他の配送校に通報し配食を停止させる。 

 

共同調理場で調理された給食が原因の場合、共同調理場長は他の配送校の児童生徒、

教職員にも同様の症状がないか等の情報を収集し、速やかに学校、教育委員会等へ報告

します。 

 

共同調理場長、栄養教諭等は、保健福祉事務所の指示に従い給食の停止、変更等に対

応するとともに、原因究明に努めます。 

    

共同調理場長、栄養教諭等は文部科学省への報告に必要となる下記の書類を準備しま

す。 

＜準備書類＞ 

①献立表（使用食品を記載したもの）２週間分 

②学年ごとの児童生徒数と教職員の患者数の状況（毎日）※ 

 ③調理作業工程表 

 ④作業動線図 

 ⑤加熱温度記録簿 

 ⑥給食用物資検収簿 

 ⑦検食簿 

 ⑧学校給食従事者の検便検査結果 

 ⑨学校給食従事者の個人ごとの健康記録簿 

 ⑩学校給食日常点検票 

 ⑪発生の経過を時系列にまとめたもの※ 

 ⑫保健所の指示事項 

 ⑬学校医等の指示事項 

 ⑭調理室の平面図 

 ⑮保存食記録簿 

 ⑯その他 

 

 ※必要に応じて学校と連携して作成すること。 
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（２）教育委員会等の対応 

ア 関係機関への報告 

校長等から食中毒の発生又は疑いがある旨の通報を受けたときは、衛生担当部局、

県教育委員会保健厚生課及び所管の県教育事務所に電話で一報を入れます。 

その後、情報がまとまり次第指定の様式により速やかに報告します。 

 

＜県教育委員会への報告様式＞ 

・学校における感染症・食中毒発生速報（様式１） 125Ｐ参照 

・患者数・欠席者数及び死亡者数（様式１－２）  126Ｐ参照 

 

 ※この報告は終焉まで継続して随時行う。 

 

イ 担当者の派遣 

必要に応じ、担当者を学校に派遣し、患者の発生状況など事態の早急な把握に努め

ます。報告は終焉まで継続的に行います。 

 

ウ 校長等への指導・助言 

校長等に対して、学校給食の中止など当面の措置について必要な指導助言を速やか

に行います。 

 

エ 関係部局との連携、調整 

患者等の受入医療機関についての情報提供、原因究明への協力、二次感染の防止等

に備え、衛生担当部局との連携を密にして、保健福祉事務所、医師・医療機関、学校、

所管教育事務所、県教育委員会等関係機関との連携体制を整えます。 

 

＜感染症・食中毒発生時の連絡体制＞ 

食中毒発生時の緊急連絡体制については、連絡体制図（例)（Ｐ80参照）のように

事前に整備し、夜間休日であっても確実に連絡が取れる体制としておきます。 

 

オ 立ち入り検査立ち会い 

保健福祉事務所等の立ち入り検査が行われる際には立ち会います。 

 

カ 再発、二次感染の防止等 

  食中毒の再発や二次感染を防ぎ、感染者が不当な扱いを受けないよう、必要な指導

を行います。 

 

 

 

（３）児童生徒の出席停止 

   校長は、学校保健安全法第19条に基づき、感染症にかかっており、かかっている疑いが

あり、又はかかるおそれのある児童生徒等があるときは、その理由及び期間を明らかにし

て出席を停止させることができます。（別表７ 学校において予防すべき感染症の種類と

出席停止基準参照） 
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○別表７ 学校において予防すべき感染症の種類と出席停止基準 

※１ 病原体がコロナウイルス属SARSコロナウイルスであるものに限る。 
※２ 病原体がベータコロナウイルス属MARSコロナウイルスであるものに限る。 
※３ 病原体がインフルエンザウイルスＡ属インフルエンザＡウイルスであってその血清

亜型がH5N1･H7N9であるものに限る。 
※４ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律114号）第

６条第７項から第９項までに規定する新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及
び新感染症は、第一種の感染症とみなす（令和３年11月22日付け文部科学省事務連
絡「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～『学校
の新しい生活様式』～」の改訂について」別添資料より）。

区
分 

感染症の種類 出席停止の基準 

第一種 
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に規定する一類感染
症及び二類感染症（結核を除く） 

 ・エボラ出血熱 
・痘そう  ・南米出血熱 
・ペスト  ・マールブルグ病 
・ラッサ熱 ・急性灰白髄炎 
・ジフテリア 
・クリミア・コンゴ出血熱 
・重症急性呼吸器症候群※１ 

・中東呼吸器症候群※２ 
・特定鳥インフルエンザ※３ 

・新型コロナウイルス感染症※４ 

治癒するまで 

第二種 
飛沫感染する感染症で、児童生徒の罹患が多く、学校において流行を広げる可能性

が高いもの。 
  次の期間とする。ただし、病状により学校医その他の医師において感染のおそれ

がないと認めたときは、この限りではない。 
・インフルエンザ（特定鳥インフ

ルエンザ（H5N1･H7N9)及び新型
インフルエンザ等感染症を除
く。） 

発症した後５日を経過し、かつ解熱後２日を
経過するまで 

・百日咳 
特有の咳が消失するまで又は５日間の適正な
抗菌性物質製剤による治療が終了するまで 

・麻しん 解熱後３日を経過するまで 

・流行性耳下腺炎 
耳下腺顎下腺又は舌下腺の腫脹が発現した後
５日を経過しかつ全身状態が良好になるまで 

・風しん 発疹が消失するまで  

・水痘 すべての発疹が痂皮化するまで 
・咽頭結膜熱 主要病状消退後２日を経過するまで 

・結核及び髄膜炎菌性髄膜炎 
病状により学校医その他の医師において伝染
のおそれがないと認めるまで 

第三種 
学校教育活動を通じ、学校において流行を広げる可能性のあるもの。 

  ・コレラ  ・細菌性赤痢 
・腸チフス ・パラチフス 
・腸管出血性大腸菌感染症 
・流行性角結膜炎 
・急性出血性結膜炎 
・その他の感染症 

病状により学校医その他の医師において伝染
のおそれがないと認めるまで 
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連絡体制図（例） 
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学校

登校時

児童生徒の
欠席が多数

↓
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↓
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医師からの
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連絡

報告・

連絡
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６－３ 学校給食従事者等が感染性胃腸炎等（疑いを含む。）を発症した場合 

栄養教諭、学校栄養職員、調理従事者、配膳員、配送員等学校給食従事者（以下「学校給

食従事者」という。）、又はその家族が感染性胃腸炎等（疑いを含む。）を発症した場合は、

学校給食衛生管理基準に基づき、速やかに情報収集に努めるとともに、必要に応じて関係機

関に報告を行い、適切な措置を取ります。 

 

＜学校給食衛生管理基準＞（抜粋） 

四 ノロウイルスを原因とする感染性疾患による症状と診断された学校給食従事者は、

高感度の検便検査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの

間、食品に直接触れる調理作業を控えさせるなど適切な処置をとること。 

また、ノロウイルスにより発症した学校給食従事者と一緒に食事を喫食する、又は、

ノロウイルスによる発症者が家族にいるなど、同一の感染機会があった可能性がある

調理従事者について速やかに高感度の検便検査を実施し、検査の結果ノロウイルスを

保有していないことが確認されるまでの間、調理に直接従事することを控えさせる等

の手段を講じるよう努めること。 

 

 

（１）校長、共同調理場長の対応 

○学校給食従事者、もしくはその家族が感染性胃腸炎等に罹患していることが判明した

場合は、ただちに作業工程ラインからその者を外させ、調理に直接従事させないよう措

置します。 

 

○すでに調理に従事していた場合は、献立を変更します。 

 

○学校給食従事者には病院への受診を促し、検便検査を受けるよう指示します。 

 

○陰性が確認されるまでの間は、当該者の健康管理に十分配慮します。 

 

○危機管理マニュアルに従い、必要に応じて、教育委員会等（共同調理場の場合は所属

校）、保健所等に連絡をします。 

 

 

（２）県教育委員会への報告 

    教育委員会等は、次の場合は、県教育委員会保健厚生課へ電話で一報を入れます。 

    その後、「学校給食 事故等・ヒヤリハット情報提供書（様式３）」（Ｐ127参照）に

より詳細を報告します。 

＜県教育委員会へ報告する場合＞ 

〇児童生徒に健康被害が心配される場合 

〇保護者への家庭通知を発出する場合 

〇マスコミ報道を予定する場合 

〇その他、広範囲にわたり給食に影響が出るような場合 
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●学校給食における事故防止 

６－４ 異物混入等への対応 

異物混入等の事故が発生した時は、状況に応じて医師の診察を受けさせるなどの必要な措

置をとるとともに、教育委員会等、県教育委員会及び保健福祉事務所等に通報し、その指示

を受けます。 

また、速やかに異物の特定を行い、混入原因や経路などを究明して再発防止策を講じると

ともに、混入物の材質等が不明な場合は検査機関に依頼し、化学的な解析・評価を行うこと

も重要です。 

 

 （１）異物の定義及び分類 

公益社団法人日本食品衛生協会が発行する食品衛生検査指針理化学編2015第10章におい

て、異物とは、「人に悪影響を及ぼしうるガラス及び金属等（中略）である。ここでは、

一般に異物として扱われる生産、貯蔵、流通、販売に至る不適切な取り扱いに伴って、食

品中に混入、侵入あるいは迷入した有形外来物」と定義されています。 

食品の異物の主なものは、下記の３つに分類されています。 

動物性異物 

節足動物（昆虫、クモ、ダニなど）の成虫、さなぎ、幼虫、卵およびこ

れらの破片、排泄物、虫つづり、ミミズ、人毛及び哺乳動物の体毛（動

物毛加工品の断片を含む）、鳥類の羽毛、哺乳動物及び鳥類の排泄物、

寄生虫及びその卵など 

植物性異物 

異種植物種（雑草の種子など）、不可食性植物及びその破片（木片、わら

くず、もみ殻など）、植物繊維加工品の断片（紙類を含む）、ゴム片、カ

ビなど 

鉱物性異物 

天然鉱物片（小石、土砂など）、動物由来鉱物（貝殻片など）、鉱物性加

工品（ガラス、陶磁器、セメント、金属及びその錆、プラスチック、合成

ゴム、合成繊維など）の破片など 

 

 

 上記の内、児童生徒に健康被害をもたらす可能性のあるものは「危険異物」、健康への

影響が大きいと思われるものを「準危険異物」、健康被害をもたらす可能性が低いものは

「非危険異物」に分類することができます。 

 【例示】 

危険異物 

喫食することにより生命

に深刻な影響を与える異

物 

金属類、ガラス類、鋭利なプラスチック類、

薬物・薬品類、毒性のある虫など 

準危険異物 

喫食することにより健康

への影響が大きいと思わ

れる異物 

衛生害虫（ハエ、クモ等）、異臭、異常な変

色等 

非危険異物 
健康被害をもたらす可能

性が低いもの 

野菜につく虫（上記に該当するものを除

く。）、体毛、ビニール、繊維、スポンジ片

など、単体で入っており毒性がないもの 
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 （２）異物混入時の対応 

   異物混入は、調理中か、もしくは学校に配送したあとに発見されるかで、対応が変わっ

てきます。 

   また、混入された異物が危険異物か、非危険異物かによっても対応が異なります。 

異物混入が発生 

 調理中に異物混入が発生 

 異物の除去が可能  → P83 

異物の除去が不可能 → P83 

学校で異物混入が発生 

 異物は危険異物か  → P84 

 異物は非危険異物か → P85 

 

 

 

  ア 調理中に異物混入が発見（発覚）した場合 

   （ア）異物の除去が可能な場合  

○異物を除去して使用します。 

ただし、混入した異物が危険異物（準危険異物）であり、児童生徒への健康被害を

もたらす可能性がある場合は、当該食材を使用した料理（献立）を中止し、代替食

品の購入等により対応します。 

〇除去した異物は現状のまま保持し、共同調理場内での混入の可能性を確認します。 

ただし、危険異物・非危険異物の複数混入等の場合は、該当食材の作業を中断し、

調理場内事故発生時の連絡体制に基づき連絡報告を行います。 

 

（イ）異物の除去が不可能な場合（発見した異物の他にも混入の可能性が疑われる場合

も含む。）  

〇食材の交換が可能な場合は、交換した食材を使用して調理を行います。  

〇食材の交換が不可能で、調理の続行ができない場合は、当該食材を使用した料理（献

立）を中止し、代替食品の購入等により対応します。 

  

 

（ア）（イ）共通  

〇異物は現状のまま保持し、調理場内での混入の可能性を確認します。 

○調理場内で考えられる混入の要因に応じて、再発防止対策を講じます。 

〇食材納入業者、調理委託業者等に原因があると推測され、調査を指示した場合は、

調査結果や再発防止策について速やかに報告させます。 

〇原因が解明できず効果的な改善策を講じることができない場合であっても、混入の

可能性について調査し、異物混入リスクの軽減に努めます。 
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≪調理従事者の対応≫ 

・異物を発見または混入の発生を栄養教諭等（衛生管理責任者）へ報告します。 

・指示があるまで、該当料理の作業を中止します。 

・指示に従い作業を行います。 

 

≪栄養教諭等（衛生管理責任者）の対応≫ 

・調理従事者からの異物発見または混入発生の報告を受け校長（場長）へ報告します。 

・調理続行の可否、交換食材の調理の可否等、校長（場長）の指示に応じ対応します。 

・校長（場長）の指示やその後の対応を調理従事者へ指示し、必要な措置を講じます。（交

換食材による調理、料理の一部変更、代替品の調達等） 

 

≪校長（場長）の対応≫ 

 ・栄養教諭等（衛生管理責任者）からの異物発見または混入発生の報告を受け、当該食材

の交換の可否を確認します。 

 ・当該料理の一部変更または、交換品による調理が可能な場合は栄養教諭等に指示し、そ

のことを速やかに関係機関へ連絡します。（献立変更や配送の遅れなど） 

 ・調理が不可能な場合は、当該食材を使用した料理を即時中止し、速やかに関係機関へ連

絡します。（当該献立の中止や配送の遅れなど） 

・異物混入があったことを教育委員会等へ報告します。 

 

 

イ 学校で異物混入が発見された場合 

（ア）危険異物の混入を発見した場合  

≪学校の対応≫ ※各校の事故発生時の連絡体制に基づき対応します。 

○危険異物の混入の場合、校長は当該学級を含む学校全体の給食を即時中止し、児童

生徒の安全確保を最優先に行います。 

 

〇被害があった児童生徒がいた場合は、速やかに医療機関へ連絡し、万全の措置を講

じます。 

 

○速やかに教育委員会等へ第一報を入れます。 

 

○危険異物が入っていた食缶、食器はできるだけ現状のまま保持します。 

 

○児童生徒の安全確認を行うとともに、他に同様の事案がないか、また、学校での混

入の可能性についても確認します。 

 

○学校に原因があった場合は、共同調理場と話し合い必要な再発防止対策について協

議します。 



 

- 85 - 

●学校給食における事故防止 

≪調理場の対応≫  

○中止した献立の代替食については、予備のおかず（※対応可能な場合）や代替食品

の購入等により対応します。 

 

○危険異物について、共同調理場内での混入の可能性を確認します。 

 

○共同調理場で考えられる混入の要因に応じて、再発防止対策を講じます。調理委託

業者、食材納入業者、既製品の製造業者に調査を指示した場合は、検査結果や再発

防止策について報告させます。その後、教育委員会等関係部局に報告します。 

 

 

（イ）非危険異物の混入を発見した場合 

  ≪学校の対応≫ ※各校の事故発生時の連絡体制に基づき対応する。 

○毛髪や食材の包装材料の切れ端などの非危険異物については、不快であり衛生的で

はないが体への影響も少ないと考えられることから、非危険異物を除去するか他の

食器に盛り替え、安全を確認のうえ給食を提供します。 

ただし、大量混入など、児童生徒の身体・生命への影響がある場合または影響の恐

れがあると判断される場合は、危険異物の場合と同様に対応します。 

※食材由来のもの（魚の骨、鶏の骨、野菜の皮、若干の変色など）は「異物」に含

めない。  

 

○非危険異物は、可能な限り現状のまま保持します。また、非危険異物の内容によっ

ては、共同調理場から代わりのおかずを配送してもらうことも検討します。 

 

○学校に原因があった場合は、必要な再発防止対策を講じます。 

 

 

≪共同調理場の対応≫ 

○中止した献立の代替食については、予備のおかず（※対応可能な場合）や代替食品

の購入等により対応します。 

 

○非危険異物について、共同調理場内での混入の可能性を確認します。 

 

○共同調理場で考えられる混入の要因に応じて、再発防止対策を講じます。調理委託

業者、食材納入業者、既製品の製造業者に調査を指示した場合は、検査結果や再発

防止策について報告させます。 
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●学校給食における事故防止 

ウ 県教育委員会への報告（ア、イ共通） 

    教育委員会等は、次の場合は、県教育委員会保健厚生課へ電話で一報を入れます。 

    その後、「学校給食 事故等・ヒヤリハット情報提供書（様式３）」（Ｐ127参照）に

より詳細を報告します。 

＜県教育委員会へ報告する場合＞ 

〇児童生徒に健康被害が心配される異物の場合 

〇保護者への家庭通知を発出する場合 

〇マスコミ報道を予定する場合 

〇その他、広範囲にわたり給食に影響が出るような場合 

 

（３）異物混入対策 

混入の要因は原材料、調理作業工程、配食、配膳過程など様々な原因が考えられます。 

想定される異物と、混入経路などを想定し、効果的な防止策をとります。 

【防止対策の具体例】 

・調理室、配膳室は、隔壁等により不潔な場所や廊下等から完全に区画する。 

・はえ、昆虫などの侵入を防止するため、網戸や排水溝の網などを整備する。 

・袋の中身は直接、釜やミキサーにあけずに、一度ボウルにあけ、異物がないか確認

してから使用する。 

・調理室、配膳室の使用後は、出入り口や窓等を施錠する。 

・常に整理整頓を心がけ、清潔を保ち、不要な物は置かない。 

・受配校では、業者から直接納入される食品は、給食担当者が必ず立ち合い、異常の

有無を確認する。 

・配送された食缶の蓋が外れていないか等の点検を行い、配膳時まで蓋を開けない。 

・クラス分け時に食品包装の破れ等の異常の有無を確認する。 

・食品、配食用食缶、食器類は直接床に置かない。（床面より60㎝以上を確保） 

・給食当番の児童生徒への受け渡し時は、学校給食担当者が立ち会う。 

・マニュアルを掲示し、意識の共有を図る。 

マニュアルの掲示（例） 
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 ６ー５ 食物アレルギー 

（１）食物アレルギーへの対応 

  学校給食におけるアレルギー対応の基本的な考え方は、全ての児童生徒が給食時間に安

全にかつ、楽しく過ごせるようにすることです。そのためにも安全性を最優先し、組織的

に対応することが不可欠です。学級担任をはじめ、全教職員は食物アレルギーを有する児

童生徒の視点に立って対応するとともに、食物アレルギーやアナフィラキシーについて正

しく理解し、リスク管理や緊急管理対応などを行うことが求められます。 

児童生徒の症状や給食施設の状況等により対応方法を検討します。 

なお、食物アレルギー対応の際には、 

■学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン 

（令和元年度改定 財団法人日本学校保健会） 

■学校給食における食物アレルギー対応指針（平成 27 年３月文部科学省） 

■学校給食における食物アレルギー対応のための手引き」（平成 27 年２月長野県教育委

員会）を参考にします。 

   

＜学校給食における食物アレルギー対応の大原則＞ 

・食物アレルギーを有する児童生徒にも給食を提供する。そのためにも安全性を最優先

とする。 

・食物アレルギー対応委員会等により組織的に行う。 

・「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」に基づき、医師の診断による

「学校給食管理指導表」の提出を必須とする。 

・安全性確保のため、原因物質の完全除去対応（提供するかしないか）を原則とする。 

・学校および調理場の施設設備、人員等を鑑み無理な（過度に複雑な）対応は行わない。 

・教育委員会等は食物アレルギー対応について一定の方針を示すとともに、各学校の取

り組みを支援する。 

 

（２）県教育委員会への報告 

食物アレルギーに関する事故が起こった場合は、県教育委員会保健厚生課へ電話で一

報を入れます。（保健・安全係：026-235-7444 学校給食係：026-235-7470） 

その後、「学校給食事故等・ヒヤリハット情報提供書（様式３）」（Ｐ127参照）によ

り詳細を報告します。 
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コラム ◆情報共有をして対策していこう！ 

小さなヒヤリハットの積み重ねが大きな事故につながります。作業内容を見直す機会とし

て、ヒヤリハットについてもご報告ください。 


